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１．はじめに

　教室における規範逸脱行動については、これまで
に様々な研究がなされている（e.g., 島田 , 2002; 杉村・
小川 , 2003）。国外においても、私語やいわゆる「内職」
など、授業における様々な規範逸脱行動が発生してい
ることが報告されている（Sacks, 1996）。
　このような問題について、卜部・佐々木（1999）は、
授業中の私語について質問紙調査による検討を行い、
学生は、個人的には規範逸脱行動に対して否定的に認
識しているにもかかわらず、周囲の学生に合わせて、
私語をしている可能性を指摘している。すなわち、私
語のような規範逸脱行動は、逸脱者本人の要因だけで
なく、周囲にいる人々も少なからず影響を与えている
ことが示唆されている。これに関して、社会規範を「命
令的規範」と「記述的規範」に分類して考察してい
る研究（Cialdini, Kallgen, & Reno, 1991）もある。記
述的規範とは、「多くの人々が実際の行動としてとる
であろうとの知覚に基づく、行為的な」（北折・吉田 , 
2000; p.30）規範のことであり、授業中の私語との関
連についても考察されている（北折 , 2006）。

　このような、周囲の状況が規範逸脱行動に及ぼす効
果についても検討するために、コンピュータ・シミュ
レーションを用いた研究もなされている（e.g., 出口 , 
2008, 2011）。この研究では、規範逸脱行動（私語など）
を「周囲の状況による」ものと「周囲の状況によらな
い」ものの 2 つに分け、教室内に規範逸脱行動が広がっ
ていく過程について、ダイナミック社会的インパクト
理論（e.g., Latane & L'Herrou, 1996; Latane, Nowak, 
& Liu, 1994; Nowak, Szamrej, & Latane, 1990）を援
用して検討されている。
　ダイナミック社会的インパクト理論（Dynamic 
Social Impact Theory; DSIT）とは、社会的な影響過
程を、強度（Strength）・近接性（Intimacy）・影響
源の数（Number）といった変数から捉えようとする

「社会的インパクト理論」（e.g., Latane, 1981; Latane 
& Wolf, 1981）を基に、支持的インパクト・説得的イ
ンパクトという、対立的な複数のインパクトを設定す
る等の拡張が行われたものである（e.g., Latane, et al., 
1994）。出口（2008）のシミュレーションでは、DSIT
にランダム要因によるセルの状態変容に関する規則が
追加されている。具体的には、「周囲のセルの状態を
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参照せず、ある一定の確率で状態変容を行う」という
規則が加えられている。
　近年、この「ランダム要因」の影響については、
DSIT に限らず、多くの研究で着目されてきている

（e.g., Axelrod, 1997; Nowak & Sigmund, 1992）。例え
ば、ゲーム理論、なかでも囚人のジレンマに関する研
究においては、「協力」「裏切り」の選択においてラン
ダム要因を取り入れると、ランダム要因を含まない場
合に有効とされていた戦略（Tit for Tat: 「最初は協力
し、それ以降は前回に相手の取った行動をそのまま繰
り返す」（品田・山岸・谷田・高橋・犬飼・小泉・横
田・三船・高岸・堀田・橋本 , 2010; p.149）（e.g.,Axelrod, 
1980a, 1980b, 1984）の効果が低下することが指摘さ
れている（Molander, 1985）。このような状況におい
ては、「寛容さ」（相手が「裏切り」を選択しても、
一定の確率で裏切り返さない）を取り入れた戦略が
有力となる可能性が報告されている（Axelrod, 1997; 
Godfray, 1992; Nowak & Sigmund, 1992）。このよう
に、ランダム要因は、社会的な相互作用を考える上で
大きな影響力を有していることが示されている。
　前述の DSIT を基にしたシミュレーション（出口 , 
2008）においては、僅か 10 数 % の確率で（ランダム
要因によって）、「周囲の状況によらない私語」をする
だけで、教室中に私語が広がる可能性があることが報
告されている。このシミュレーションは、DSIT の累
積的影響モデル（e.g., Latane, et al., 1994）を使用し
たものである。このモデルは、教室内にいる規範逸脱
行動をしている（ないし、規範を遵守している）個々
の学生の影響力を加算して、規範逸脱（や遵守）への
インパクトを算出するものである。これに対して、派
閥サイズモデル（e.g., Nowak et al., 1990）というモデ
ルも存在する。これは、「インパクトの大きさが影響
限の数…中略…で除されて」（小杉・藤沢・水谷・石
盛 , 2001; p.17）いることが、その特徴とされている。
このモデルでは、「少数派が、一度その数を減らした後、
再び増加に転じる」という、「少数派の盛り返し現象」
が生じることが報告されている（高木 , 2000）。
　この派閥サイズモデルに、ランダム要因を取り入れ
たシミュレーションを用いた研究（出口 , 2011）では、
試行の前半に過半数の学生が逸脱状態になったとして
も、試行終了時には遵守状態の学生も 4 割以上残存す
るなどの、独特の現象が生じることが報告されている。
しかし、この研究では授業を受ける学生を表すセルの
みが用いられており、授業を行う教員の影響について
は検討されていない。先の累積的影響モデルを使用し
た研究（出口 , 2008）においては、教員は、常に規範「遵
守」の影響力をもった、相対的に高い強度を持ったセ
ルとして表されている。このような、自らの状態を変
えることのない（状態不変）のセルは、自己の状態と
異なったセルが多数派となった場合（教室中に規範逸

脱行動が広がった状況）においては、非常に高い強度
を持った少数派となる。前述したように、派閥サイズ
モデルは、少数派の盛り返し現象という独特の振る舞
いを示すモデルである。したがって、本モデルを使用
して教員の影響について検討することで、累積的影響
モデルによるシミュレーション結果とは異なった知見
が得られる可能性が考えられる。
　以上のことから、本研究においては、教員が教室に
おける規範逸脱行動に及ぼす影響について、DSIT の
派閥サイズモデル（e.g., Nowak, et al., 1990）を援用
して検討することを目的とした。
　なお、大学の授業等では、仲の良い学生同士が集ま
り、一緒に授業を受けることも少なくないと考えられ
る（出口 , 2007）。そこで、このような仲間集団の影
響についても、併せて検討することとした。また、「授
業開始時から常に規範逸脱状態にあるセル」の影響に
ついて累積的影響モデルを用いて検討した研究（出口 , 
2008）では、このようなセルが全体の 20% 存在すると、
ランダム要因による変容を一切行わなくても、教室中
に逸脱行動が広がる可能性があることが報告されてい
る。このため、派閥サイズモデルを用いた場合も、同
様の現象が生じるのか否かについて考察するため、授
業開始時における逸脱率（初期逸脱率）の影響につい
ても検討することとした。

₂．方　法

₂．₁．シミュレーションの規則
　DSIT における派閥サイズモデル（e.g., Nowak et 
al., 1990）を基にしたコンピュータ・シミュレーショ
ンを実施した。
　各セルは、（規範）「逸脱」「遵守」の２つのうち、
いずれか１つの状態を取る。そして、以下の規則（出口, 
2011）によって自己の状態を変容する。「マトリクス」
は「教室（の座席）」、マトリクス上の「セル」は「学
生」を意味する。さらに、学生を表すセル（以下、「学
生セル」と記載）の他に、「教員」を表すセル（以下、

「教員セル」と記載）も設定した。学生セルは、マト
リクス上に固定されており、移動することはない。一
方、教員セルは、マトリクス上を移動することが可能
である。

規則 1　各セルは、以下の規則 2 か規則 3 のいずれか
をランダムに用いて自己の状態を変容する。
※規則 3 を用いる確率は N-prob とする。したがっ

て、規則 2 を用いる確率は（1.00 - N-prob）である。
※ N-prob は全セル共通。

規則 2　近傍内の「逸脱」ないし「遵守」状態にある
セルの数をもとに、派閥サイズモデルによってイン

出口　拓彦 教員および仲間集団が規範逸脱行動に及ぼす影響

66 67



パクト（imp B, imp O）を算出する。そして、イン
パクトが高い状態に変化する。インパクトが等しい
場合は、現在の状態を維持する。

　・imp B = N1/2・[ Σ（si / di2） / N] （逸脱セル対象）
　・imp O = N1/2・[ Σ（si / di2） / N] （遵守セル対象）

※「si」…セルの強度（基本的に 1 に統一）。
※「di」…セル間の距離。
※「N」…各状態にあるセルの数。
※自分自身の状態については参照しない。

規則 3　近傍セルの状態を参照せず、逸脱状態か遵守
状態のいずれかにランダムに変容する。
※逸脱状態に変容する確率は NB-prob とする。し

たがって、遵守状態に変容する確率は（1.0 - NB-
prob）である。

※ NB-prob は全セル共通。
出口（2011）より引用

₂．₂．検討した要因
　累積的影響モデルとの比較を容易にするために、基
本的に先行研究（e.g., 出口 , 2008）の方法を基にして、
各条件および指標等を設定した。
₂．₂．₁．教員の強度および机間巡視ルート
　教員の強度については、50, 100, 150 および 0（教員
無し）の 4 条件設定した。シミュレーションの開始時
において、教員はマトリクス上の X:11, Y:1 の座標に
配置した。また、机間巡視ルートについては、「四辺
移動」（マトリクスの四辺を周回）、「一辺移動」（マト
リクスの一辺を左右に移動）、「中央移動」（マトリク
スの中央を前後に移動）の 3 条件に、「停止」を加えた、
計 4 条件を設定した。
　四辺移動は、累積的影響モデルにおいては、マトリ
クスの四辺から規範逸脱行動が発生する傾向がある
という知見を基に、設定されたルートである（出口 , 
2008）。しかし、現実の授業において、教員が教室の
四辺を常に周回することは、（机と壁の間隔が狭い場
合など、）困難であると考えられる。また、前方の学
生（ないし児童・生徒）にとっては、自分たちの背後
から教員が授業内容について話すことになる。一方、
教員にとっても、黒板やホワイトボードの教具等から
離れることになるなど、不便なルートとなる可能性が
考えられる。このため、本研究においては、より現実
に即していると考えられる机間巡視ルートについて検
討するため、教室の中央を前後に移動する中央移動と、
教室前方を左右に移動する一辺移動の 2 つのルートを
新たに設定した。
　机間巡視をする場合、教員セルは常に移動してお
り、停止することはない。そして、1 ステップにつき
１セル分（距離 1）、前後ないし左右に移動する。また、
教員セルは、学生セルと同じ座標に存在することがで

きるが、この場合の学生との距離は 1 とした。
₂．₂．₂．仲間集団の数および成員の強度
　仲間集団とは、教室内に存在する仲間集団を意味し、
自らが所属する仲間集団の成員であるセルは、仲間集
団外のセルよりも、大きな強度を持つ。仲間集団の作
成方法は、出口（2008）と同様の方法を用いた（マト
リクス上のランダムな位置に、１辺が 1 〜 4 のランダ
ムな長さの四角形を作成し、これを仲間集団とした。
ただし、仲間集団は最低 2 セル分の大きさを持つ）。
　仲間集団の数については、20, 40, 60, 80 および 0（仲
間集団無し）の 5 条件設定した。この際、成員の強度
は 2.00 に設定した。一方、成員の強度については、1.25, 
1.50, 1.75, 2.00, 3.00, 4.00 および 1.00（仲間集団無し）
の 7 条件設定した。成員の強度について検討する際の
仲間集団の数は 40 に設定した。
₂．₂．₃．初期逸脱率
　1, 5, 10, 15, 20 および 0%（初期逸脱セル無し）の
6 条件を設定した。初期逸脱率は、授業開始時に何
パーセントの学生が規範逸脱行動を既に行っているの
か、を示すパラメータである。出口（2008）では、少
数派の多数派に対する影響に関する研究（Moscovici, 
Lage, & Naffrechoux, 1969; Moscovici & Nemeth, 
1974）を基に、第１ステップ目（授業開始時）に「逸脱」
であるセル（少数派）は、近傍セルの状態にかかわら
ず、常に逸脱状態にあるように設定された。すなわち、
初期逸脱セルの状態は不変であった。しかし、現実場
面においては、このような設定は不自然な面があると
考えられる。そこで本研究においては、他のセルと同
様に、規則 1 〜 3 によって、自らの状態を変容するよ
うに設定した条件（可変条件）についても検討した。
₂．₂．₄．近傍距離範囲
　5 および 10 の 2 条件設定した。これは、近傍距離
範囲を 10 とした場合、「少数派の盛り返し現象」（高木 , 
2000）が生じ、5 の場合は生じない傾向（出口 , 2011）
があるためである。ただし、出口（2011）においては、
教員セルの影響について検討されていない。そこで、
教員の影響について検討する際は、近傍距離範囲を∞

（マトリクス上の全セルを参照する設定）とした条件
を加え、計 3 つの条件を設定した。

₂．₃．シミュレーションの詳細
　基本的に、出口（2008, 2011）と同様であった。
21x21 のマトリクス上（非トーラス）にセルを配置し、
全セル「遵守」の状態から開始した（初期逸脱率が 0
でない条件を除く）。距離はユークリッド距離を用い
た。各条件について 50 回試行し、1 試行は 1 〜 200
ステップで構成された。第 1 ステップでセルや仲間
集団の配置を行い、その後、200 ステップに達するま
で、各セルの状態更新を 199 回行った（全セル同時更
新）。シミュレーション用のプログラムは、Microsoft 
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Visual Basic .netで作成した（出口（2011）を基にした）。
　なお、本研究内で行ったシミュレーションの条件が
完全に一致する場合（初期逸脱率を 0 とした試行と、
仲間集団の数を 0 とした試行など）は、基本的に、以
前に行った試行における出力を使用して分析した。
　その他の変数については、非参照変容確率（N-prob）
は、0.00 - 1.00 まで 0.01 ずつ変化させた。非参照逸脱
確率（NB-prob）は、全試行において 1.0 に設定した。

３．結果と考察

₃．₁．教員の強度および机間巡視ルート
　教員の強度を 50、近傍距離範囲を∞、N-prob を .10
とした試行の過程を、Figure 1 に例示した。

　右上から規範逸脱行動が広がり始めるが、教室前方

中央に配置された教員セルによって、付近の学生セル
への規範逸脱行動の伝播が妨げられている。図示した
試行においては、56 ステップ以降は、常に逸脱セル
が多数派となったが、遵守セルも最終ステップまで約
4 割強のセルが残存した（図示した試行における 200
ステップ目の逸脱セルと遵守セルの比は 241:200）。
　さらに、同様の設定におけるマトリクス上の位置別
の逸脱率（200 ステップの平均値）を Figure 2-1 に示
した（比較対象として、教員セルを配置しない場合の
結果を Figure 2-2 に示した）。教員セルがある教室前
方中央の逸脱率が低く、教室後方の逸脱率が高い。Y
座標（1 〜 21）と逸脱率の相関係数を X 座標ごとに
算出した結果、21 個全ての組み合わせにおいて、.54
〜 .88（ps<.01）の有意な相関が示された。このよう
な教室後方ほど逸脱率が高くなるという結果は、累積
的影響モデルを用いた研究（出口 , 2008）と同様であっ
た。
　N-prob と逸脱率の関連については、教員の強度に
関しては、全ての近傍距離範囲において、教員の強度
が増すほど、平均逸脱率が低下した（Figure 3-1, 3-2, 
4-1, 4-2, 5）。

（なお、逸脱率の SD については、基本的に、平均逸
脱率が急上昇する区間（N-prob が 50 未満）において
SD が最も高く、平均逸脱率が高い値で安定する区間
においては、SD は非常に低い値であった（以後の分
析結果もほぼ同様）。したがって、Figure の数が過多
となることを防ぐため、SD に独特の傾向が示されな
かった場合、以後は記載を適宜省略した。）
　教員の強度による逸脱率の差を検討するため、
N-prob を .10 とし、教員の強度を独立変数、逸脱率を
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従属変数とした 1 要因 4 水準の分散分析を、近傍距離
範囲ごとに行った。その結果、全ての近傍距離範囲に
おいて主効果が有意（ps<.01）であった。Tukey の
HSD 法による多重比較（以後も同様）を行ったところ、
近傍距離範囲 5 の「50, 100」「50, 150」「100, 150」、近
傍距離範囲 10 の「100, 150」を除いた、全ての組み合
わせにおいて有意な差（ps<.01）が示された。

　机間巡視ルートについては、四辺移動や中央移動を
行うと、停止している場合に比べて、平均逸脱率は低
下した（Figure 6, 7, 8-1, 8-2）。

　全般的に、N-prob が .40 以下の区間において条件間
の差が比較的顕著に示された（当該区間を拡大して記
載するために .41 以上は省略した。同様の傾向が示さ
れた場合、以後も当該区間を拡大して記載した）。し
かし、N-prob が上昇するにつれて、この差は小さく
なる傾向が示された。

　N-prob を .10 とし、机間巡視ルートを独立変数、逸
脱率を従属変数とした 1 要因 4 水準（3 種類の机間巡
視ルート＋停止）の分散分析を、近傍距離範囲ごとに
行った。その結果、全ての近傍距離範囲において主効
果が有意（ps<.01）であった。このため、多重比較を
行ったところ、近傍距離範囲 10 の「停止と中央移動」、
近傍距離範囲∞の「停止と一辺移動」を除いた、全て
の組み合わせにおいて有意な差（ps<.01）が示された。
ただし、近傍距離によって、最も平均逸脱率が低い机
間巡視ルートが異なることも示された。具体的には、
近傍距離範囲が 5 や 10 の場合は、四辺移動が最も平
均逸脱率が低かった。一方、近傍距離範囲が無限の場
合は、中央移動の場合が、最も平均逸脱率が低かった。
　中央移動において、教員セルが移動する範囲は、四
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辺移動の 25％程度であるが、四辺移動よりも効果的
に逸脱行動を抑制できる場合があることが示唆され
た。これは、教室の中央を移動することによって、四
辺を移動するよりも、一度に（同ステップにおいて）
より多くの学生セルに影響を及ぼすことが可能となっ
たためと考えられる。しかし、近傍距離範囲が小さい

（5, 10）場合は、周辺部に位置する学生セルに影響を
及ぼすことができないステップが発生するため、四辺
移動よりも高い逸脱率になったと推測される。

₃．₂．仲間集団の数および成員の強度
　仲間集団の数については、近傍距離範囲 5 の場合、
N-prob がごく低い間（.03 前後）は、仲間集団が存在
すると、存在しない場合比べ、平均逸脱率が比較的高
くなる傾向が示された（Figure 9）。しかし、仲間集
団の数（20, 40, 60, 80）による平均逸脱率の相違は、
ほとんど示されなかった。近傍距離範囲 10 の場合は、
N-prob .00 から 1.00 のいずれの区間においても、顕
著な平均逸脱率の差は示されなかった（Figure 10）。

　N-prob を .03 とし、仲間集団の数を独立変数、逸
脱率を従属変数とした一要因 5 水準の分散分析を、近
傍距離範囲ごとに行った。その結果、近傍距離範囲 5
において主効果が有意（ps<.01）であった。このため、
多重比較を行ったところ、近傍距離範囲 5 については、

「20, 40」「40, 60」「60, 80」を除いた、全ての組み合
わせにおいて有意な差（ps<.01）が示された。
　成員の強度については、近傍距離範囲 5 の場合は、
N-prob がごく低い間（.03 前後）までは、成員の強度
が高いほど、平均逸脱率も高くなる傾向が示された

（Figure 11）。しかし、N-prob が .08 から .09 の間を

超えて .20 前後になると、全般的に、成員の強度が高
いほど平均逸脱率は低くなる傾向が示された。さらに、
N-prob が .40 前後を超えると、初期逸脱率による相違
は、ほとんど示されなくなった。近傍距離範囲 10 の
場合は、N-prob がいずれの値であっても、平均逸脱
率の相違は、ほとんど示されなかった（Figure 12）。

　N-prob を .03 とし、成員の強度を独立変数、逸脱
率を従属変数とした 1 要因 7 水準の分散分析を、近傍
距離範囲ごとに行った。その結果、全ての近傍距離範
囲において主効果が有意（ps<.01）であった。このた
め、多重比較を行ったところ、近傍距離範囲 5 につい
ては、「1.50, 1.75」を除いた、全ての組み合わせにお
いて有意な差（ps<.05）が示された（本研究においては、
水準間の組み合わせが非常に多くなるため、有意な全
ての組み合わせで ps<.01 となった場合のみ「ps<.01」
と記し、１つでも p<.05 となった場合は、「ps<.05」
と記載した。以後も同様）。近傍距離範囲 10 について
は、「1.00, 3.00」「1.25, 3.00」「1.25, 4.00」「1.50, 3.00」

「1.75, 3.00」「2.00, 3.00」「2.00, 4.00」において、有意
な差（ps<.05）が示された。
　近傍距離範囲 10 の場合、グラフ上は、ほとんど明
確な差が示されていないにもかかわらず、分散分析の
結果は有意となった。この分析において、最も高い平
均逸脱率は、成員の強度を 1.25 とした場合の 47.28（SD 
= 4.52）であった。一方、最も低い平均逸脱率は、成
員の強度を3.00とした場合の42.79（SD  = 4.74）であっ
た。平均逸脱率の理論上の範囲は 0.00 から 100.00 で
あり、分散分析において有意とされた差（4.49）は、
相対的に非常に小さい値（理論上の範囲の 4.5% 程度）
であった。このため、成員の強度が逸脱率に対して大
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きな影響を与えているとは見なしにくい。

₃．₃．初期逸脱率
　まず、不変条件について記載する。近傍距離範囲 5, 
10 共に、N-prob が低い場合、初期逸脱率が高いほど、
平均逸脱率は上昇する傾向が示された（Figure 13-1, 
13-2, 14-1, 14-2）。

　特に、N-prob が .00 であっても、初期逸脱率が 20
の場合は、平均逸脱率は 50% を超える値を示した。
しかし、N-prob の上昇と共に、初期逸脱率による平
均逸脱率の相違は小さくなり、N-prob が .40 を超える
と、初期逸脱率による相違は、ほとんど示されなくなっ
た。また、逸脱率の SD については、N-prob が 0 の際は、
比較的高くなるケース（近傍距離範囲 5 の初期逸脱率
20 条件や、近傍距離範囲 10 の初期逸脱率 10 条件等）
があることが示された。
　N-prob を .00 とし、初期逸脱率を独立変数、逸脱
率を従属変数とした一要因 6 水準の分散分析を、近傍
距離範囲ごとに行った。その結果、全ての近傍距離範
囲において主効果が有意（ps<.01）であった。このた
め、さらに多重比較を行ったところ、近傍距離範囲 5
の .「00, .01」間、近傍距離範囲 10 の .「01, .05」間を
除いた、全ての組み合わせにおいて有意な差（ps<.01）
が示された。
　可変条件においては、近傍距離範囲 5 の場合、
N-prob .00 から 1.00 のいずれの区間においても、初
期逸脱率による平均逸脱率の相違は、ほとんど示され
なかった（Figure 15-1, 15-2）。
　近傍距離範囲 10 の場合は、N-prob が .00 の時の
み、初期逸脱率が高いほど、平均逸脱率は上昇した

（Figure 16-1, 16-2）。しかし、N-prob を .01 以上にし
た場合は、初期逸脱率による相違は、ほとんど示され
なくなった。
　N-prob を .00 とし、初期逸脱率を独立変数、逸脱

率を従属変数とした一要因 6 水準の分散分析を、近傍
距離範囲ごとに行った。その結果、全ての近傍距離
範囲において主効果が有意（ps<.01）であった。さら
に、多重比較を行ったところ、近傍距離範囲 5 の .「00, 
.01」「.00, 05」「.01, .05」「.05, .10」間、近傍距離範囲
10 の .「01, .05」間を除いた、全ての組み合わせにお
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いて有意な差（近傍距離範囲 5 の場合は ps<.01、近
傍距離範囲 10 の場合は ps<.05）が示された。

　なお、初期逸脱率を .00、N-prob を .00 とした場
合の試行における平均逸脱率は、理論上、平均 0.00、
SD 0.00 となり、分散は一切しない。そこで、初期逸
脱率 .00 の条件を外した 5 水準による分散分析も併せ
て行った。その結果、4 つ全ての分析において有意な
主効果（ps<.01）が示され、6 水準による分析結果と
同様のものとなった。
　なお、可変条件における近傍距離範囲 5 の場合、（近
傍距離を 5 とした、「成員の強度」のケースと同様に、）
グラフ上は、ほとんど明確な差が示されていないにも
かかわらず、分散分析の結果は有意となった。この分
析において、最も高い平均逸脱率は、初期逸脱率を .20
とした場合の 3.09（SD = 1.54）であった。一方、最
も低い平均逸脱率は、初期逸脱率を 0 とした場合の
0.00（SD = 0.00）であった。分散分析において有意
とされた差（3.09）は相対的に非常に小さい値（理論
上の範囲の 3% 程度）である。また、初期逸脱率の差

（20） と比較しても小さい値（約 15%）である。この
ため、本研究において設定された程度の初期逸脱率（可
変条件）の差は、最終的な逸脱率に対して大きな影響
を与えているとは見なしにくい。

₃．₄．教育実践への応用
　まず、机間巡視ルートについては、「中央移動」は

「四辺移動」よりも平均逸脱率を低下させることが可
能となる場合（近傍距離範囲∞）があることが示され
た。教室における規範逸脱行動の発生を抑制するため
には、このような机間巡視を行うことが有効であると

考えられる。また、「一辺移動」は、「中央移動」に比
べて、高い平均逸脱率を示した。したがって、教室の
前を左右に移動するよりは、教室の中央を前後に移動
した方が、より効果的であると考えられる。
　仲間集団については、近傍距離範囲が 10 の場合は、
全般的に、大きな影響は示されなかった。しかし、近
傍距離範囲が 5 の場合は、仲間集団の影響が（比較的
弱いものではあるが）示された。また、累積的影響モ
デルを使用した研究（出口 , 2008）においては、仲間
集団の数や成員の強度が多く（高く）なると、平均逸
脱率が増加する可能性が示唆されている。つまり、使
用するモデルや近傍距離範囲によって、仲間集団の影
響が異なった。このため、仲間集団の影響については、
さらなる検討が必要であると考えられる。
　初期逸脱率については、可変条件においては、20%
程度の学生（ないし児童・生徒）が逸脱状態であった
としても、最終的な逸脱行動の発生率（平均逸脱率）
に大きな相違は示されなかった。このため、授業の初
めに逸脱状態にある学生が、自分の周囲の学生をみて
自らの行動を変化させれば（可変条件）、授業開始時
の逸脱状態にある学生の割合は、大きな要因ではない
と考えられる。ただし、本研究で設定された初期逸脱
率の最大値は 20 であり、これ以上の割合になった場
合の影響については、今後、さらに検討していく必要
があろう。
　最後に、本研究はコンピュータ・シミュレーション
によるものである。このため、出口（2011）等が指摘
するように、前述した教育実践への応用を考察する際
は、質問紙調査による相関的研究や、実験的研究等の
方法を用いた多様な研究による知見を参照しながら、
慎重に行っていくことが重要であろう。
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